「中間報告」における岩国基地再編案に関する意見書

上記の意見書棄を下記のとおり提出します。

平成17年11月30日

提出者

山口県議会議員、竹本貞夫、岡村精二、河野博行、森中克彦、加藤寿彦、上岡康彦、水野純次

「中間報告」における岩国基地再編案に関する意見書

在日米軍の再編については、これまで岩国基地に関してさまぎまな報道がなされる中で、山口県、岩国市及び由宇町では、早急に情報を提供するとともに、米軍再編案を固める前に、地元自治体から直接意見を聴取し、その意向を尊重した対応をされるよう、また、国内すべての自治体の負担軽減に努力されるよう要請を行ってきた。

しかし、この間、固からは何らの情報提供もなく、住民の間では不安が高まり、地元市町や広島県側の関係市町において、相次いで米海軍厚木基地機能の岩国移転に反対する議会決議や住民による運動が行われてきた。

こうした中、地元自治体としては、その実情を国に伝えた上で、「岩国基地の今以上の機能感化やNLPの実施は容認できない」という基本姿勢を明確に示し、こうした自治体の意向を十分踏まえた対応をされるよう再三にわたり要請してきたところである。

それにもかかわらず、このたび、地元との事前協議のないまま、国から一方的に「米空母艦載機の厚木飛行場から岩国飛行場への移駐」等の内容が盛り込まれた「中間報告」が示されたことは、誠に遺憾である。

さらに、．この「中間報告」の内容は、「騒音の厚木から岩国への単なるたらい回し」、「NLP実施の誘因となる恐れがある」などの懸念があることから、現時点では到底これを受け入れられる状況ではない。

よって、国におかれては、これらの事情を踏まえ、下記事項について誠意をもって対処されるよう、強く要望する。

記

1　「岩国基地の今以上の機能強化は容認できない」という基本姿勢を踏まえ、地元意見をしっかりと受けとめられ、これを十分反映した最終報告とすること。

2　NLPのなし崩し的な実施は容認できないことから、いかなる場合でも岩国基地及びその周辺でNLPを実施しないこと。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成17年11月30日

山口県議会議長　島田明
